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特集報文：関東大震災から100年後の耐震技術 

道路橋の耐震設計の信頼性確保に向けた検討 

大住道生
 

1．はじめに1 

道路橋の耐震設計の歴史は、様々な不確実性を

克服し、いかに設計に信頼性を確保するか試行錯

誤してきた歴史と言ってもよい。本報では、耐震

設計において不確実性を考慮する必要性、および

信頼性を確保した設計方法の確立に向けた土木研

究所における検討状況について報告する。 

2．黎明期の耐震設計とその不確実性 

今からちょうど100年前、1923年関東地震によ

り東京と近県では本邦史上最大の災害が発生した。 
道路橋の耐震設計について規定されたのは関東

地震から3年後の1926年、内務省より出された道

路構造に関する細則案である。これは内務省土木

研究所第3代所長となった物部長穂を中心として

検討された。当時の設計は地震動の作用を水平力

によって置きかえる方法（震度法）である。今と

違って地震動観測体制は非常に貧弱で、関東地震

で観測された震度（地震により生じた加速度の重

力加速度に対する比）は0.08、家屋の倒壊率から

推定された水平震度は最大0.4程度であった 1)。

物部はこの誤差が大きいと考えたようであるが、

設計で予期すべき震度は0.15～0.4とされた。さ

らに、許容応力度を60%増しにする等、工費縮減

のために大胆に耐震計算法を見直した。この理由

を物部は「唯、一に十橋の工費を以て十数橋を架

し、百里の工費を以て百数十里の道を通じ、以て

一日も早く改良道路網の完成を期し、その運輸上

の実能力を発揮せしめん事を希望したるによるも

のである。」と書き残している。一方で「重要橋

又は新型式橋に対しては、竣工後、開通に先立て

載荷試験を行う」ことを望んでおり2)、橋梁の実

耐力に不安を持っていたことを窺わせる。 
現在の道路橋示方書3)では、関東地震を想定し

た作用は最大水平震度1.4相当である。また、非

線形応答も考慮した動的解析により設計されるこ

──────────────────────── 
Study to Ensure the Reliability of Seismic Design for Road 
Bridges 

とが一般的になっており、許容応力度法ではなく、

部分係数法に基づく限界状態設計法が採用されて

いる。現在から見れば物部の不安は尤もで、作用

する地震動そのものとしては、関東地震の後、さ

らに大きなものが発生している。また、当時の設

計方法では地震動が橋の揺れによって増幅された

力として作用することも考慮されていないし、材

料品質、耐力算出方法、構造細目などもその後大

きく改善されている。 
ただし、現在の技術水準に至るまでには地震被

害を繰り返し受け、その度に技術基準を改定して

きた歴史があり、それらの上に現在の技術が確立

されている。しかしそれでも実現象が全て解明さ

れたわけではなく、不確実性が存在することを前

提とした設計を行っている。 

3．耐震設計において考慮するべき不確実性

とその対処の考え方 

3.1 現在の設計体系と不確実性の存在 
道路橋の耐震設計は、様々な不確実性を考慮し

た上で所要の信頼性で要求性能を満足するように

行われる。その不確実性への対応は、路線計画の

段階から始まる。図-1に橋の形式選定の流れを示

す。道路橋では、道路予備設計、つまり路線計画

や橋梁概略計画の段階で、起震断層･断層変位、

津波、土砂･斜面災害等の地震に関するリスク要

因を避けられるかどうかから始まる。これらはそ

の影響範囲、影響程度に不確実性が大きいととも

に、橋に及ぼす影響が大きくなる可能性があり、

構造諸元を決める段階になってから対応するので

は、性能を確保することが難しいリスク要因である。 
次に橋の形式選定のための基本条件として、調

査、地震の影響、維持管理、施工、新材料等の不

確実性がある4)。一般に計画段階で可能な調査は

限られているが、特に架橋位置周辺の斜面等の安

定、軟弱地盤、地盤の液状化・流動化の発生、地

盤特性の急激な変化や基礎地盤の変状等の地盤条
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件は橋の耐震性に大きな影響を及ぼすものである。

また起震断層が近傍にある場合には橋に作用する

地震動が大きくなり、断層変位の影響を受けるこ

とも考えられる。これらは設計上の不確実要因と

なるため、計画段階で避けることが望ましいが、

道路は線状の構造物であり、地点間を結ぶことや

沿道利用がその目的であること、土地利用や耐震

性以外の要求事項もあることから、必ずしも避け

ることはできない。また、仮に避けるつもりでも、

事前調査で分かることは限られていることを踏ま

えれば、不確実性は残ることになる。従って、こ

れらの要因の影響を受けにくい構造形式を選定す

ることが求められる。 
維持管理も耐震設計上の前提条件である。それ

は、維持管理により部材の劣化を一定程度に抑え

られること、地震後変状があれば速やかに検知し

対策できることを前提として設計されているから

である。しかし、現状の点検維持管理は事後保全

となっている例が多く、特に支承部などは耐震性

確保の不確実要因となっていると考えられる。 
施工も耐震設計上の前提条件である。設計通り

に施工できてこその性能であるが、以前は、設計

通りに鉄筋が入らない、施工誤差により設計通り

に設置できないという話を聞くことがあった。そ

のような不確実性を低減するために、施工しやす

い設計を行うことも重要である。 
図-2に橋の耐震設計の流れを示す。入力地震動

はレベル1地震動、レベル2地震動（以下「L2地震

動」という。）の2段階が規定されており、レベル1
地震動は確率的に考慮された地震動、L2地震動は

橋に被害をもたらした地震動として、兵庫県南部

地震や東北地方太平洋沖地震などの観測記録を元

に与えられている。しかし、現実に橋に作用する

入力地震動は未知であり、地震動強度、周期特性、

位相特性、継続時間それぞれが仮想でしかない。 
耐震設計においてはこれらの地震動をモデル化

された橋に作用させるが、橋は3次元であるのに

耐震設計では1次元で地震動を作用させているの

が現状であり、橋の特徴に応じてその作用のさせ

方を考慮する必要があるが、不確実性は残ること

となる。 
橋の構造特性として、部材の質量分布、剛性、

耐荷力、変形能、減衰等に応じてモデル化に反映

することになるが、解析手法に応じて簡素化する

分、実分布は省略され誤差が生じる。 
地盤特性も簡易にモデル化されており、実際の

状態からは乖離がある。 
応答計算は振動単位系毎にモデル化されるが、

振動単位系の設定の仕方、モデル化の方法や運動

方程式の解法など、様々な簡素化をする必要があ

り、その分実現象とは乖離が生じている。 
3.2 不確実性の種類－偶然的不確実性と認識論的

不確実性 
不確実性の捉え方について、Ang and Leonは

その原因から偶然的不確実性と認識論的不確実性

に分類している5)。偶然的不確実性は、偶然性又

は本来的に存在するばらつきによる不確実性と定

義される。Angらはさらに、「厳密にいえば、偶

然性は自然のありさまであり、そこに不確実性は

含まれない」が、一方で確定的でない事象のため、

  
図-1 橋の形式選定の流れ 

（文献4)を参考に作成） 図-2 橋の耐震設計の流れ  
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確率として記述されるものであるとしている。

従って、材料強度やヤング率などの物性値は本来

的に存在するばらつきに起因して統計的にばらつ

くため、設計上は部分係数によってその不確実性

に対処することができると考えられる。 
一方、認識論的不確実性は、現実に対する不十

分あるいは不完全な知識・情報しか得られないた

めに、現実を正確には予測又は推定できない事に

よる不確実性と定義される。また、不確実性を確

率的に評価する場合、不確実性の評価指標として

の統計量の推定誤差も認識論的不確実性に含まれ

ると考えられる。従って、設計において偶然的不

確実性に分類されるとして確率的に扱っている事

象であっても、その算出結果には誤差が含まれ得

るし、そもそも確率的に扱うことのできない不確

実性に対しては、その他の方法で安全を確保しな

ければならないことになる。 
3.3 不確実性の種類に応じた安全性確保の考え方 

道路橋示方書においては、耐震設計上考慮する

べき様々な不確実性に対して、設計の信頼性確保

のために種々の方策が用いられている。確率論的

に扱える各種のばらつきに対しては部分係数が与

えられているが、確率論的に扱えない不確実性に

対しては、設計として安全側になるように、照査

項目に応じて様々な設計上の仮定を置くことに

よって対応しようとしている。ここでは確率論的

には扱えない不確実性に対して、いくつか例を挙

げてその方法を紹介する。 
（1）L2地震動 

レベル1地震動は確率的な評価も踏まえて規定

されており、諸外国でもそのように与えられるこ

とが多いが、道路橋示方書においては、L2地震

動は橋に被害をもたらした地震動として確定論的

に与えられている。それは、L2地震動に相当す

る地震の発生は極めて稀で、統計処理に足る記録

がなく、活断層の位置や、同時に活動する区間、

破壊過程等の不確定性に起因する地震動のばらつ

きに対し、必要な評価方法の信頼性が十分でない

ことによる。 
（2）液状化 

液状化については、その発生の推定に不確実性

が大きいだけでなく、発生すると急激に地盤の抵

抗が低下する。このような事象に対しては、発生

する場合としない場合の両方に対して照査計算を

行い、両方に対して安全を確保するという方法が

有効であると考えられている。 
（3）塑性化位置 

現在の道路橋の設計において、最も一般的な橋

梁形式である桁橋では、大規模地震に対しては橋

脚基部において塑性化させることで合理的に設計

する手法が一般的である。確実に橋脚基部で塑性

化するように設計できれば良いが、そこにも不確

実性がある。そこで、万一橋脚基部が塑性化する

より先に基礎が塑性化した場合にも、致命的な損

傷とならないように、基礎が脆性的な破壊となら

ないような構造細目上の配慮がなされるように規

定されている3)。 
（4）落橋防止システム 

上記のように様々な不確実性を考慮して耐震設

計を行った上で、それでも過去の地震で支承部に

おいて橋が損傷したことにより致命的な被害を受

けた事例に鑑み、道路橋示方書においては、その

破壊を想定したとしても、上部構造が容易には下

部構造から落下しないように、適切な対策を別途

講じることが規定されている3)。 

4．耐震設計の信頼性確保に向けた取組み 

4.1 材料特性や地盤特性のばらつきを考慮した

応答算出の不確実性  
 材料特性や地盤特性のばらつきが、確率分布に

よって与えられるものとしたときに、道路橋に生

じる損傷パターンについてその割合を試算した結

果を図 -3に示す。ここではⅡ種地盤用のL2地震

動標準波を確定的に与え、上部構造が積層ゴム支

承とRC橋脚によって支持されているモデルを用

い、道路橋示方書に基づき倒壊しないように設計

した。材料特性として、橋脚の鉄筋のヤング係数、

鉄筋の降伏耐力、コンクリートの圧縮強度、上部

構造の死荷重、積層ゴム支承のせん断剛性を正規

分布として与えた。また、地盤特性として、基礎

杭の軸方向ばね定数、水平方向地盤反力係数を対

数正規分布として与えた。その結果、材料特性に

よって、結果への寄与度は異なり、全体としては、

設計未満の損傷に留まる割合が半数近くあり、設

計を超え崩壊するシナリオとなる割合は4%と設

計上の想定である5%を下回る結果となった6)。確

率的に取り扱えるばらつきに対する設計法として

は妥当であると考えられる。 
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図 -3 材料特性や地盤特性のばらつきが道路橋に生じる

損傷パターンに及ぼす影響（文献6)を編集）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 シナリオデザイン設計法の概念図（文献7)に加筆) 
 

4.2 超過外力に対するシナリオデザイン 
3.3で述べたようにL2地震動は確定論的に与え

られているが、今後橋にL2地震動を超える地震

動、津波、地盤変状など、地震に伴って発生し橋

に致命的な影響を及ぼすおそれのある事象が作用

する可能性も排除できない。 
そこで筆者らはシナリオデザイン設計法（図-4

参照）を提案している。シナリオデザイン設計法

では、外力の大きさを予め想定できないという認

識論的不確実性が大きな状況において設計を行う

方法論を提示し、超過地震動に対する具体的な対

策も提案している7)。橋の損傷モードに着目し、

仮に外力を漸増させると、橋の構成部位の中で耐

力が相対的に小さい部位から順に損傷が進展する

損傷シナリオを描くことができる。外力を一定以

上大きくすれば崩壊するが、その過程は部材間の

耐力の相対的な大小によって決められるため、よ

り望ましいシナリオとなるように耐力を設定すれ

ばよいというものである。その際、できるだけ不

確実要因を低減し、計算過程に含まれる様々な不

確実性を考慮した上で、当てが外れる場合への配

慮も必要である。 

5．まとめ 

本報では、道路橋に対する耐震設計に関して様々

な不確実性があり、それぞれの不確実性をどのよう

に分類し、どのように対処するべきなのかを論じた。

しかし、道路橋の耐震設計の信頼性確保には道半ば

である。道路橋のように、大規模地震の後であって

もその機能が維持されることが求められる社会イン

フラにあっては、様々な不確実性の影響を考慮して

設計を行うとともに、機能回復性を高める対策を講

じることが信頼性確保につながると考えられる。こ

れまで多くの地震被害を受け、その知見を反映して

技術は進歩してきたが、数百年から数千年と言われ

る巨大地震の再現期間に比べて、耐震設計の歴史は

百年足らずである。今一度謙虚になって研究開発に

励む必要があると考える。 
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エエンンパパワワーーメメンントト部部分分

超過作用N 応答 橋の崩壊モード※

崩壊シナリオデザイン超過作用２ 応答 橋の損傷モード※

崩壊シナリオデザイン超過作用１ 応答 橋の損傷モード※

シナリオデザイン

クリティカルエレメントの選定

確定論的

超過作用N 応答 橋の崩壊モード※

崩壊シナリオデザイン超過作用２ 応答 橋の損傷モード※

崩壊シナリオデザイン超過作用１ 応答 橋の損傷モード※

シナリオデザイン

破壊尤度の制御による

架橋位置・橋長の選定

橋梁形式の選定

下部構造位置・スパン割の選定

作用 応答 限界状態

重要度性能マトリックス
（L1設計・L2設計）

従従来来のの設設計計 極大地震動に対する対策なし 極大地震動に対する対策あり

橋脚の倒壊

自重により転倒しない状態

補修等により復旧可能な状態

補修等により復旧可能な状態

補修等により復旧可能な状態

致命的な損傷に至る※部材の損傷モード・程度の組合せ

機能回復が早期に可能 機能回復が早期に可能

機能回復に時間を要する 機能回復が早期に可能

致命的な損傷に至りにくい

エネルギー吸収が安定して期待できる状態

限定的な通行は可能

エネルギー吸収が安定して期待できる状態

限定的な通行は可能

補修等により復旧可能な状態

機
能

100%

時間

機
能

100%

時間
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